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ポイント

2月 （如月）FEBRUARY

日 月 火 水 木 金 土

11日・建国記念の日
23日・天皇誕生日　24日・振替休日

◆  2月の税務と労務

2 2020（令和2年）

簡易な接触　国税当局における税務調査で、調査必要度の高い納税者に対して調査体制
を編成し厳正な調査を行う「実地調査」に対し、申告内容に簡易な誤り等が想定される
納税者へ書面や電話、来署依頼により申告書の自発的な見直しなどを要請する方法。自
発的な見直し等が行われない場合は、実地調査に移行する場合もあります。

国　税／ 令和元年分所得税の確定申告
 2月16日～3月16日
（税務署窓口での申告書受付は2月17日から。
還付申告は申告期間前でも受け付けられます）

国　税／ 贈与税の申告 2月1日～3月16日
 （税務署窓口での申告書受付は2月3日から）
国　税／ 1月分源泉所得税の納付 2月10日
国　税／ 12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 3月2日
国　税／ 6月決算法人の中間申告 3月2日
国　税／ 3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 3月2日
国　税／ 決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付 3月2日
地方税／ 固定資産税（都市計画税）の第4期分の納付

 市町村の条例で定める日
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２月号─2

　
中
小
企
業
経
営
者
の
方
が
集
ま
る

と
何
か
と
「
景
気
は
ど
う
？
」
と
い

う
話
に
な
り
ま
す
。

　
本
屋
さ
ん
を
の
ぞ
い
て
み
る
と
、

そ
れ
を
反
映
し
経
済
関
係
の
本
・
雑

誌
が
並
ん
で
い
ま
す
。
経
済
を
分
野

別
に
分
け
る
と
、
マ
ク
ロ
経
済
学
、

ミ
ク
ロ
経
済
学
、
財
政
、
金
融
、
経

済
政
策
、
国
際
経
済
等
広
範
囲
に
な

り
ま
す
。
本
や
雑
誌
で
も
、
そ
れ
ら

の
中
で
は
マ
ク
ロ
経
済
と
ミ
ク
ロ
経

済
に
関
す
る
も
の
が
多
い
で
す
。

　
今
回
、
取
り
上
げ
る
の
が
マ
ク
ロ

経
済
で
す
が
、
マ
ク
ロ
経
済
は
一
言

で
い
う
と
「
景
気
の
こ
と
」
で
す
。

　
例
え
ば
タ
ク
シ
ー
に
乗
る
と
運
転

手
さ
ん
が
「
近
頃
、
短
距
離
し
か
乗

ら
な
い
お
客
さ
ん
ば
か
り
で
ネ
、
景

気
が
悪
い
ん
じ
ゃ
な
い
で
す
か
？
」

と
い
っ
た
自
分
の
財
布
の
こ
と
、
つ

ま
り
、
個
人
の
所
得
環
境
を
い
う
場

合
と
、
G
D
P
（
国
内
総
生
産
）
か

ら
の
判
断
で
い
う
場
合
が
あ
り
ま

す
。

　
政
府
や
マ
ス
コ
ミ
の
発
表
は
G
D

P
か
ら
推
定
し
て
発
表
し
ま
す
。

　
G
D
P
と
は
一
国
内
で
一
定
期
間

に
生
産
さ
れ
た
最
終
生
産
物
の
価
値

の
総
額
で
す
（
概
要
に
つ
い
て
は
追

っ
て
話
を
し
ま
す
）。

　
政
府
関
係
機
関
、
内
閣
府
・
経
済

社
会
総
合
研
究
所
は
一
〜
三
月
、
四

〜
六
月
、
七
〜
九
月
、
十
〜
十
二
月

の
年
四
回
、
G
D
P
の
各
期
の
推
計

値
を
発
表
し
ま
す
。

　
一
〜
三
月
期
の
も
の
は
六
月
始

め
、
四
〜
六
月
期
は
九
月
の
始
め
に

発
表
（
こ
れ
ら
二
次
推
計
値
は
新
聞

等
に
掲
載
）
と
い
う
具
合
で
す
。

　
こ
の
推
計
値
の
意
味
で
す
が
、
二

期
連
続
で
G
D
P
が
増
加
（
一
〜
三

月
期
が
プ
ラ
ス
、
四
〜
六
月
期
も
プ

ラ
ス
）
の
場
合
は
、
例
え
ば
「
景
気

は
拡
大
基
調
に
あ
る
」
と
い
っ
た
表

現
を
し
ま
す
。

　
も
ち
ろ
ん
、
二
期
連
続
マ
イ
ナ
ス

の
数
値
が
出
た
ら
、
例
え
ば
、「
景

気
は
次
第
に
縮
小
傾
向
に
あ
る
」、

と
い
っ
た
表
現
を
使
い
ま
す
。

　
で
は
、
一
〜
三
月
が
プ
ラ
ス
、
四

〜
六
月
が
マ
イ
ナ
ス
、
七
〜
九
月
が

プ
ラ
ス
で
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
？

　
こ
の
よ
う
な
と
き
は
、「
景
気
は

踏
み
止
ま
っ
て
い
る
よ
う
だ
」
と
い

っ
た
表
現
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
で
は
、
本
論
に
入
り
ま
し
ょ
う
。

１
　
G
D
P
と
は
何
か

某
大
学
・
経
済
学
の
教
材
よ
り

　
国
内
総
生
産（
G
D
P
）は
、

一
国
の
国
内
で
行
わ
れ
た
生
産

活
動
の
全
般
的
水
準
を
測
る
た

め
の
尺
度
で
あ
る
が
、
そ
れ
は

「
国
内
で
一
定
の
期
間
に
生
産

さ
れ
た
最
終
生
産
物
の
価
値
の

総
額
」
の
こ
と
で
あ
る
。

　
な
お
、
G
D
P
の
計
測
に
あ

た
っ
て
中
間
生
産
物
の
価
値
を

含
め
な
い
の
は
、
最
終
生
産
物

の
価
値
の
中
に
中
間
生
産
物
の

価
値
は
含
ま
れ
て
い
る
か
ら
で

あ
る
。
〜
中
略
〜
と
こ
ろ
で
、

最
終
生
産
物
の
価
値
と
付
加
価

値
に
は
関
係
が
あ
る
。

　
G
D
P
の
正
確
な
説
明
な
の
で
し

ょ
う
が
分
か
り
に
く
い
。
G
D
P
を

図
表
を
用
い
て
説
明
し
ま
す
の
で
、

教
材
に
記
載
の
も
の
と
並
行
し
て
読

ん
で
下
さ
い
。

　
教
材
の
前
半
の
説
明
は
、
日
本
全

体
の
「
生
産
額
」
を
ど
う
算
出
す
る

か
？
と
い
う
こ
と
で
す
か
ら
、
図
に

よ
り
最
終
生
産
物
（
パ
ン
）
だ
け
を

計
算
す
る
、
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま

す
（
全
て
の
生
産
物
の
価
値
二
＋
三

＋
五
＝
一
〇
万
円
は
誤
り
）。

　
つ
ま
り
、
全
生
産
過
程
の
中
で
消

え
る
中
間
生
産
物
の
価
値
は
無
視
す

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
後
半
の
付
加
価
値
で
す
が
、
表
に

よ
り
五
万
円
と
な
り
ま
す
。

　
付
加
価
値
は
税
金
等
か
ら
計
算
で

き
る
も
の
の
、
こ
の
推
計
は
大
変
な

作
業
量
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。

　
な
お
、
日
本
の
年
間
G
D
P
は
約

五
〇
〇
兆
円
（
二
〇
一
七
年
）
で
、

市
場
為
替
レ
ー
ト
に
換
算
す
れ
ば
、

米
国
、
中
国
に
次
い
で
世
界
三
位
で

す
。

２
　
G
D
P
の
「
D
」
と
は
？

　
G
D
P
以
前
に
は
G
N
P
が
日
本

全
体
の
総
生
産
額
に
使
わ
れ
て
い
ま

し
た
。

　景
気
の
見
方

　〜
G
D
P
の
概
念
を
通
し
て
〜



3─２月号

　
G
D
P
の
「
D
」
は
ド
メ
ス
テ
ィ

ッ
ク
（
国
境
内
＝
地
理
的
）
で
「
N
」

は
ナ
シ
ョ
ナ
ル
（
日
本
人
・
居
住
者

＝
人
的
）
を
表
わ
し
ま
す
。

　
ア
メ
リ
カ
に
住
ん
で
い
る
歌
手
が

日
本
で
コ
ン
サ
ー
ト
を
開
い
た
場

合
、
こ
の
人
は
演
奏
芸
術
と
呼
ば
れ

る
生
産
物
（
サ
ー
ビ
ス
）
を
日
本
国

内
で
生
産
し
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
付
加
価
値
は
、
日
本
の

G
D
P
の
一
部
を
構
成
し
ま
す
が
、

G
N
P
に
つ
い
て
は
、
ア
メ
リ
カ
の

G
N
P
の
一
部
を
構
成
し
ま
す
。

　
で
は
、
ア
メ
リ
カ
で
活
躍
す
る
日

本
人
の
某
野
球
選
手
の
稼
ぎ
は
？

　
実
は
Ｇ
Ｎ
Ｐ
上
の
居
住
者
と
は
六

ヵ
月
以
上
居
住
し
て
い
る
者
を
い
う

た
め
、
長
期
に
渡
り
ア
メ
リ
カ
に
居

住
し
て
い
れ
ば
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
上
も
Ｇ
Ｎ

Ｐ
上
も
米
国
に
貢
献
し
て
い
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
G
N
P
と
G
D
P
の
関
係
で
は
、

前
記
の
労
働
報
酬
の
他
に
利
子
・
配

当
な
ど
の
資
本
報
酬
が
あ
り
ま
す
。

　
日
本
人
が
外
国
に
提
供
し
た
資
本

の
利
用
料
の
所
得
（
具
体
的
に
は
日

本
が
海
外
に
貸
し
付
け
た
資
金
の
利

子
、
海
外
の
日
本
法
人
の
利
潤
等
）

は
一
八
兆
円
ほ
ど
に
も
な
り
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
G
N
P
＝
G
D
P

＋
海
外
か
ら
の
所
得
（
純
要
素
所

得
）
と
い
う
関
係
で
す
。

３
　
G
D
P
の
「
G
」
と
は
？

　
G
（
グ
ロ
ス
）
＝
総
体
、
粗
く
見

た
に
対
し
、
N
（
ネ
ッ
ト
）
＝
純
、

正
味
の
と
い
う
こ
と
で
、
G
D
P
に

対
し
N
D
P
（
ネ
ッ
ト
ド
メ
ス
テ
ィ

ッ
ク
プ
ロ
ダ
ク
ト
）、
国
内
純
生
産

の
概
念
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、
あ
る
企
業
に
つ
い
て
、

そ
の
工
場
は
長
期
間
に
わ
た
っ
て
存

続
し
て
、
そ
の
企
業
の
生
産
活
動
に

貢
献
し
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
工
場

の
年
々
の
減
耗
は
、
他
の
中
間
投
入

物
や
労
働
力
な
ど
の
投
入
と
と
も
に

生
産
の
過
程
で
形
を
変
え
て
、
最
終

的
に
生
産
物
と
し
て
生
ま
れ
変
わ
る

と
み
な
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
と
こ
ろ
で
、
G
D
P
の
計
測
に
あ

た
っ
て
は
、
そ
の
年
に
生
産
さ
れ
た

最
終
生
産
物
の
価
値
を
単
純
に
合
計

し
て
い
る
だ
け
で
、
過
去
に
作
ら
れ

た
工
場
設
備
等
の
価
値
は
過
去
の

G
D
P
に
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

そ
の
年
の
G
D
P
に
は
計
上
さ
れ
て

い
ま
せ
ん
。

　
で
す
が
、
そ
の
年
の
生
産
は
過
去

に
作
ら
れ
た
工
場
設
備
な
ど
の
消
耗

と
い
う
犠
牲
の
も
と
に
行
わ
れ
て
い

る
こ
と
は
注
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
老
朽
化
な
ど
に
よ
る
価
値
の
目
減

り
を
表
わ
し
た
も
の
が
固
定
資
本
減

耗
で
あ
る
か
ら
、
経
済
の
正
味
の
生

産
水
準
を
最
終
生
産
金
額
の
合
計
で

あ
る
G
D
P
か
ら
、
そ
の
年
に
生
じ

た
固
定
資
本
減
耗
を
引
い
た
も
の
を

考
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
N
D
P
＝
G
D
P

－

固
定
資
本
減

耗　
ま
さ
に
G
D
P
は
、
大
雑
把
な
生

産
水
準
の
指
標
な
の
で
す
。

　
し
か
し
、
①
実
際
の
統
計
デ
ー
タ

で
年
々
の
G
D
P
と
N
D
P
の
変
化

を
見
て
み
る
と
、
両
者
は
比
較
的
似

た
よ
う
な
動
き
を
す
る
こ
と
が
多
い

の
で
、
経
済
全
般
の
動
向
を
見
る
時

に
は
ど
ち
ら
の
概
念
を
用
い
て
も
さ

し
た
る
違
い
が
な
い
こ
と
、
②
本
来

固
定
的
な
生
産
設
備
な
ど
は
、
そ
の

物
理
的
特
質
や
技
術
水
準
の
程
度
な

ど
に
応
じ
て
価
値
の
目
減
り
し
て
い

く
度
合
い
も
千
差
万
別
な
の
で
、
固

定
資
本
減
耗
の
大
き
さ
を
計
測
す
る

こ
と
は
き
わ
め
て
難
し
い
こ
と
、
な

ど
か
ら
、
N
D
P
で
は
な
く
G
D
P

を
用
い
る
こ
と
が
多
い
の
で
す
。

〈表〉　付加価値＝生産額－中間費（投入した中間生産物の価値）
生産額 中間費 付加価値

農　　　家 2万円 0円 2万円
製 粉 業 者 3万円 2万円 1万円
製パン業者 5万円 3万円 2万円
合　　　計 10万円 5万円 5万円

最終生産物の価値＝付加価値の合計　　　　　　

最終生産物

〈図〉　日本全体の「生産額」の算出は？

自然のめぐみ
0円 ➡

農家
小麦
２万円

小麦粉
3万円 ➡

パン屋
パン
5万円 ➡ 消費者➡

製粉
工場

中間生産物
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本
年
も
所
得
税
の
確
定
申
告
時
期

を
迎
え
ま
し
た
。
還
付
申
告
は
、
既

に
一
月
か
ら
始
ま
っ
て
い
ま
す
が
、

納
付
額
の
あ
る
人
に
つ
い
て
は
、
二

月
十
六
日
か
ら
三
月
十
五
日
（
休
日

に
当
た
る
た
め
、
翌
三
月
十
六
日
）

ま
で
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
二
月

十
六
日
は
日
曜
日
と
な
る
た
め
、
税

務
署
窓
口
で
の
申
告
書
の
受
付
は
二

月
十
七
日
か
ら
と
な
り
ま
す
が
、
税

務
署
に
あ
る
収
受
箱
へ
投
函
す
る
こ

と
で
提
出
で
き
ま
す
。

　
以
下
、
令
和
元
年
分
確
定
申
告
の

ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

１
　
確
定
申
告
の
対
象
者

⑴

　確
定
申
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
人
（
主
な
例
）

①
　
個
人
で
事
業
を
行
っ
て
お
り
納

税
額
が
あ
る

②
　
不
動
産
収
入
が
あ
り
納
税
額
が

あ
る

③
　
給
与
が
年
間
二
千
万
円
を
超
え

る
④
　
二
か
所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら

っ
て
い
る

⑤
　
同
族
会
社
の
役
員
等
で
、
そ
の

会
社
に
不
動
産
や
事
業
資
金
を
貸

し
付
け
、
使
用
料
・
利
息
等
を
受

け
取
っ
て
い
る

⑥
　
令
和
元
年
中
に
土
地
等
の
譲
渡

が
あ
っ
た

⑦
　
給
与
所
得
者
で
給
与
以
外
の
所

得
金
額
が
二
〇
万
円
を
超
え
る

⑵

　所
得
税
の
還
付
を
受
け
ら
れ
る

人
（
主
な
例
）

　
雑
損
控
除
、
医
療
費
控
除
、
寄
附

金
控
除
、
配
当
控
除
、
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
を
受
け
る
人

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

２
　
令
和
元
年
分
の
留
意
点

⑴

　住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
特
例

　
令
和
元
年
度
税
制
改
正
で
は
、
消

費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
駆
け
込
み
需

要
の
反
動
に
よ
る
景
気
の
悪
化
が
懸

念
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
増
税
分
の
二

％
相
当
額
を
住
宅
借
入
金
等
特
別
控

除
と
し
て
所
得
税
額
か
ら
控
除
す
る

こ
と
で
税
率
引
上
げ
後
の
取
得
で
も

税
負
担
が
増
え
な
い
よ
う
住
宅
需
要

を
平
準
化
さ
せ
る
た
め
の
特
例
制
度

が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
個
人
が
令
和
元
年

十
月
一
日
か
ら
令
和
二
年
十
二
月

三
十
一
日
ま
で
の
間
に
、
住
宅
借
入

金
等
に
よ
り
消
費
税
率
一
〇
％
が
適

用
さ
れ
る
住
宅
を
取
得
等
し
て
居
住

し
た
場
合
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の

期
間
が
既
存
よ
り
三
年
長
い
一
三
年

間
と
さ
れ
て
い
ま
す（
上
表
参
照
）。

⑵

　医
療
費
控
除
の
添
付
書
類

　
平
成
二
十
九
年
分
か
ら
医
療
費
控

除
及
び
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン

税
制
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
医
療

費
の
領
収
書
等
に
記
載
さ
れ
て
い
る

①
医
療
を
受
け
た
者
の
氏
名
、
②
病

院
・
薬
局
な
ど
支
払
先
の
名
称
、
③

支
払
っ
た
医
療
費
、
等
を
記
載
し
た

「
医
療
費
控
除
の
明
細
書
」
等
を
提

出
等
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
た
だ
し
、
令
和
元
年
分
ま
で
は
経

過
措
置
と
し
て
納
税
者
の
選
択
に
よ

り
医
療
費
の
領
収
書
等
の
提
出
等
が

認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑶

　国
税
関
係
手
続
の
簡
素
化

　
令
和
元
年
度
税
制
改
正
で
は
、
国

税
関
係
手
続
の
簡
素
化
が
図
ら
れ
、

次
の
各
種
書
類
等
の
添
付
が
不
要
と

な
っ
て
い
ま
す
。

・
　
給
与
所
得
、
退
職
所
得
及
び
公

的
年
金
等
の
源
泉
徴
収
票

・
　
オ
ー
プ
ン
型
証
券
投
資
信
託
の

収
益
分
配
の
支
払
通
知
書

・
　
特
定
口
座
年
間
取
引
報
告
書

・
　
上
場
株
式
配
当
な
ど
の
支
払
通

知
書

住宅ローン控除の特例の概要

住宅区分 税制措置　1～ 10 年目 税制措置　11～ 13 年目

一般住宅
住宅借入金等の年末残高
（4,000万円を限度）×1％

① 住 宅借入金等の年末残高
（4,000 万円を限度）× 1％
② 建物購入価格（税抜 4,000 万
円を限度）× 2％÷ 3

認定長期優良住宅
認定低炭素住宅

住宅借入金等の年末残高
（5,000万円を限度）×1％

① 住 宅借入金等の年末残高
（5,000 万円を限度）× 1％
② 建物購入価格（税抜 5,000 万
円を限度）× 2％÷ 3

泫　①、②のいずれか少ない金額の税額控除が適用できます。

令
和
元
年
分

確
定
申
告
の
ポ
イ
ン
ト
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表１　所得税額速算表（令和元年分用）

表２　確定申告書チェック表

課税総所得金額（A） 税率
（B） 控除額（C） 税額＝

（（A）×（B）－（C））×102.1％
住民税額の速算表（所得割）

超 以下 ［課税所得］ ［税率］

一律 10%

（令和元年分用）

営業・農業・その他の事業・不動産所得等については、収支内訳書の添付が必要です。

還付申告書を提出する場合は、給与所得以外の所得が20万円以下であっても、含めて申告します。

損益通算のできる損失は、不動産・事業・譲渡（注）・山林所得です。

項　目

1,950,000
3,300,000
6,950,000
9,000,000
18,000,000
40,000,000

円
1,950,000
3,300,000
6,950,000
9,000,000
18,000,000
40,000,000

－      

円 0
97,500
427,500
636,000
1,536,000
2,796,000
4,796,000

（（A）×5％）×102.1％
（（A）×10％－
（（A）×20％－
（（A）×23％－
（（A）×33％－
（（A）×40％－
（（A）×45％－

円
97,500円）×102.1％
427,500）×102.1％
636,000）×102.1％
1,536,000）×102.1％
2,796,000）×102.1％
4,796,000）×102.1％

5
10
20
23
33
40
45

％

区分

共　　　　　通

医　　療　　費
※セルフメディケーション
　税制との選択適用

寄　　附　　金

特定扶養親族

寡 　 婦（ 夫 ）

配 偶 者 控 除
配偶者特別控除

配　当　控　除

住宅ローン控除

源泉徴収税額

申 告 納 税 額

予 定 納 税 額

所
得
金
額

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

税
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

そ
の
他

チェックの内容

泫一定の居住用財産以外の土地・建物等を除きます。

補てん金は、未収であっても、見積りにより控除します。

差引負担額から10万円（又は所得金額の5％か、いずれか少ない金額）を、差し引いてありますか。
※セルフメディケーション税制の場合、医薬品購入額が1万2千円超（8万8千円限度）。

領収書又は明細書の添付等がされていますか。

領収書、証明書等の添付等がされていますか。

扶養親族のうち、年齢19歳以上23歳未満の人（平成9.1.2～平成13.1.1生まれ）で、控除額は
63万円です。

（1）寡婦 ①死別・離婚・・・・・・・・扶養親族又は一定の生計を一にする子があれば、所得制限なし。
 ②死別・・・・・・・・・・・・・・・・合計所得金額が500万円以下。
 ③特定の寡婦・・・・・・扶養親族である子を有し、かつ合計所得金額が500万円以下。
（2）寡夫 死別・離婚とも一定の生計を一にする子があり、かつ合計所得金額が500万円以下。

合計所得金額が1,000万円超なのに適用していませんか。

控除額は、最高38万円です（老人控除対象配偶者の配偶者控除は最高48万円）。

対象となる配当所得は、剰余金の配当等です。

控除額は、課税総所得金額1,000万円以下は10％、それを超える部分は5％になります。

申告書の住宅借入金等特別控除欄の「居住年月日」等は、すべて記入がありますか。

添付書類の不足はないですか。

（1）新築・中古家屋の場合
 ①家屋（土地）の登記事項証明書
 ②請負契約書又は売買契約書の写し
 ③住民票の写し（平成28年1月1日以降に自己の居住の用に供した場合は不要）
 ④住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
 ⑤建築年数基準（耐火25年以内、非耐火20年以内）に該当しない場合は、耐震基準適合証
 　明書又は住宅性能評価書の写し、既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されてい
 　ることを証する書類のいずれか

（2）増改築等をした家屋の場合
 上記（1）の各種の書類の他に「建築確認済証の写し」若しくは「検査済証の写し」又は、
 「増改築等工事証明書」

未払いの源泉所得税額も含めて記載します。

黒字の金額は、100円未満の端数は切り捨て。

第一期・第二期とも、未納があっても記載して下さい。
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　心
の
健
康
問
題
で
休
業
し
て
い
る

労
働
者
が
円
滑
に
職
場
復
帰
す
る
た

め
に
は
、
職
場
復
帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
策
定
や
関
連
規
程
の
整
備
等
に

よ
り
、
休
業
か
ら
復
職
ま
で
の
流
れ

を
あ
ら
か
じ
め
明
確
に
し
て
お
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

　五
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
分
け
て
職
場

復
帰
支
援
の
流
れ
を
解
説
し
ま
す
。

一
　
病
気
休
業
開
始
及
び
休
業
中

の
ケ
ア

⬅

二
　
主
治
医
に
よ
る
職
場
復
帰
可

能
の
判
断

⬅

三
　
職
場
復
帰
の
可
否
の
判
断
及

び
職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
作

成

⬅

四
　
最
終
的
な
職
場
復
帰
の
決
定

⬅

（
職
場
復
帰
）

⬅

五
　
職
場
復
帰
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ

一

　病
気
休
業
開
始
及
び

　休
業
中
の
ケ
ア

　第
一
ス
テ
ッ
プ
で
は
、
次
の
こ
と

を
行
い
ま
す
。

①

　病
気
休
業
開
始
時
の
労
働
者
か

ら
の
診
断
書
（
病
気
休
業
診
断

書
）
の
提
出

②

　管
理
監
督
者
に
よ
る
ケ
ア
及
び

事
業
場
内
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等

に
よ
る
ケ
ア

③

　病
気
休
業
期
間
中
の
労
働
者
の

安
心
感
の
醸
成
の
た
め
の
対
応
等

〈
ポ
イ
ン
ト
〉

・

　診
断
書
に
は
、
必
要
な
療
養
期

間
の
見
込
み
を
明
記
し
て
も
ら

う
。

・

　本
人
の
同
意
を
得
て
主
治
医
へ

情
報
提
供
を
す
る
。

・

　不
安
や
悩
み
な
ど
を
相
談
で
き

る
窓
口
の
周
知
、
主
治
医
と
相
談

し
た
上
で
、
休
業
中
に
も
休
業
労

働
者
に
連
絡
を
と
る
。

・

　休
業
期
間
満
了
後
の
雇
用
契
約

の
扱
い
な
ど
は
、
関
係
法
令
に
留

意
の
上
、
就
業
規
則
等
に
定
め
て

お
く
。

・

　休
業
労
働
者
が
安
心
し
て
治
療

に
専
念
で
き
る
よ
う
、
休
業
制
度

（
期
間
・
傷
病
手
当
金
等
）
に
つ

い
て
本
人
に
説
明
す
る
。

・

　休
業
中
の
経
済
的
、
将
来
的
な

不
安
を
軽
減
す
る
た
め
に
も
事
業

場
の
仕
組
み
の
説
明
、
事
業
場
外

資
源
（
地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー

等
）
の
情
報
提
供
を
す
る
。

二

　主
治
医
に
よ
る

　職
場
復
帰
可
能
の
判
断

　第
二
ス
テ
ッ
プ
で
は
次
の
こ
と
を

行
い
ま
す
。

①

　労
働
者
か
ら
の
職
場
復
帰
の
意

思
表
示
と
職
場
復
帰
可
能
の
判
断

が
記
さ
れ
た
診
断
書
の
提
出

②

　産
業
医
に
よ
る
精
査

③

　主
治
医
へ
の
情
報
提
供

〈
ポ
イ
ン
ト
〉

・

　職
場
復
帰
が
可
能
で
あ
る
と
す

る
診
断
書
の
提
出
を
受
け
、
産
業

医
等
に
よ
る
精
査
を
踏
ま
え
、
働

け
る
状
態
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
。

・

　産
業
医
等
の
精
査
に
あ
た
っ
て

は
、
職
場
の
実
態
に
つ
い
て
社
内

制
度
や
仕
事
内
容
な
ど
の
情
報
提

供
を
行
い
、
生
活
リ
ズ
ム
及
び
日

常
生
活
も
含
め
た
体
力
、
業
務
と

類
似
し
た
行
為
の
遂
行
状
況
、
生

活
習
慣
等
の
実
際
面
を
確
認
す

る
。

・

　主
治
医
の
判
断
は
、
そ
の
職
場

で
求
め
ら
れ
る
業
務
遂
行
能
力
ま

で
回
復
し
て
い
る
か
否
か
の
判
断

と
は
限
ら
な
い
こ
と
に
留
意
す

る
。

・

　主
治
医
に
対
し
て
、
業
務
遂
行

能
力
の
内
容
や
社
内
勤
務
制
度
等

に
関
す
る
情
報
提
供
を
す
る
。

三

　職
場
復
帰
の
可
否
の
判
断
及
び

　職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
作
成

　第
三
ス
テ
ッ
プ
で
行
う
こ
と
は
次

の
と
お
り
で
す
。

①

　情
報
の
収
集
と
評
価

ア

　労
働
者
の
職
場
復
帰
に
対
す

る
意
思
の
確
認

イ

　産
業
医
等
に
よ
る
主
治
医
か

ら
の
意
見
収
集

ウ

　労
働
者
の
状
態
等
の
評
価

エ

　職
場
環
境
等
の
評
価

　等

②

　職
場
復
帰
の
可
否
に
つ
い
て
の

判
断

③

　職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
作
成

ア

　職
場
復
帰
日

イ

　管
理
監
督
者
に
よ
る
就
業
上

企
業
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

　
　
　〜
休
業
者
の
職
場
復
帰
支
援
〜
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の
配
慮

ウ

　人
事
労
務
管
理
上
の
対
応
等

エ

　産
業
医
等
に
よ
る
医
学
的
見

地
か
ら
み
た
意
見

オ

　フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

　等

〈
ポ
イ
ン
ト
〉

・

　職
場
復
帰
に
あ
た
り
、
業
務
遂

行
能
力
の
有
無
は
産
業
医
等
の
医

学
的
な
考
え
方
を
考
慮
し
て
判
断

を
行
う
。

・

　具
体
的
な
プ
ラ
ン
作
成
に
あ
た

っ
て
は
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
を

中
心
に
、
管
理
監
督
者
、
休
業
労

働
者
と
十
分
な
話
し
合
い
を
し

て
、
連
携
し
な
が
ら
進
め
る
。

・

　試
し
出
勤
制
度
等
（
模
擬
出

勤
、
通
勤
訓
練
、
試
し
出
勤
）
を

導
入
す
る
場
合
は
、
あ
ら
か
じ
め

事
業
場
で
ル
ー
ル
化
し
て
活
用
す

る
。

・

　労
働
で
き
る
状
態
の
評
価
表
等

を
設
け
、
個
人
に
合
っ
た
職
場
復

帰
支
援
プ
ラ
ン
を
作
成
す
る
。

・

　職
場
復
帰
の
準
備
に
時
間
を
要

す
る
こ
と
が
多
い
の
で
、
十
分
な

準
備
期
間
を
設
け
計
画
的
に
実
施

す
る
。

・

　家
族
や
第
三
者
か
ら
の
情
報
収

集
等
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、
プ

ラ
イ
バ
シ
ー
に
十
分
配
慮
す
る
。

・

　休
業
労
働
者
に
、
適
切
な
職
場

復
帰
支
援
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
た
着

実
な
実
行
が
安
定
し
た
職
場
復
帰

に
つ
な
が
る
こ
と
を
理
解
さ
せ

る
。

・

　休
業
労
働
者
本
人
の
希
望
の
み

で
プ
ラ
ン
を
決
定
せ
ず
、
産
業
医

等
の
意
見
を
踏
ま
え
決
定
す
る
。

四

　最
終
的
な
職
場
復
帰
の
決
定

　前
述
の
ス
テ
ッ
プ
を
踏
ま
え
て
、

事
業
者
に
よ
る
最
終
的
な
職
場
復
帰

の
決
定
を
行
い
ま
す
。

①

　労
働
者
の
状
態
の
最
終
確
認

②

　就
業
上
の
配
慮
等
に
関
す
る
意

見
書
の
作
成

③

　事
業
者
に
よ
る
最
終
的
な
職
場

復
帰
の
決
定

〈
ポ
イ
ン
ト
〉

・

　産
業
医
の
意
見
書
等
に
基
づ

き
、
関
係
者
間
で
内
容
を
確
認
し

つ
つ
、
職
場
復
帰
を
決
定
す
る
。

・

　主
治
医
へ
就
業
上
の
配
慮
の
内

容
に
つ
い
て
情
報
提
供
し
、
連
携

を
図
る
。

・

　処
遇
の
変
更
が
行
わ
れ
る
場
合

は
、
あ
ら
か
じ
め
就
業
規
則
に
定

め
る
等
ル
ー
ル
化
し
て
お
く
。

　第
四
ス
テ
ッ
プ
を
経
て
職
場
復
帰

を
し
、
そ
の
後
に
第
五
ス
テ
ッ
プ
に

進
み
ま
す
。

五

　職
場
復
帰
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

　職
場
復
帰
後
は
、
次
の
こ
と
を
継

続
し
て
行
っ
て
い
き
ま
す
。

①

　疾
患
の
再
発
、
新
し
い
問
題
の

発
生
等
の
有
無
の
確
認

②

　勤
務
状
況
及
び
業
務
遂
行
能
力

の
評
価

③

　職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
実
施

状
況
の
確
認

④

　治
療
状
況
の
確
認

⑤

　職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
評
価

と
見
直
し

⑥

　職
場
環
境
等
の
改
善
等

⑦

　職
場
の
管
理
監
督
者
、
同
僚
等

へ
の
配
慮
等

〈
ポ
イ
ン
ト
〉

・

　復
帰
プ
ラ
ン
の
進
行
状
況
に
つ

い
て
は
、
労
働
者
本
人
の
み
な
ら

ず
管
理
監
督
者
と
も
面
談
し
、
客

観
的
な
評
価
を
行
う
。

・

　管
理
監
督
者
、
産
業
保
健
ス
タ

ッ
フ
等
の
関
係
者
が
情
報
共
有

し
、
必
要
に
応
じ
て
話
し
合
う
等

の
連
携
を
図
る
。

・

　職
場
環
境
等
の
改
善
を
行
う
と

と
も
に
、
適
宜
、
職
場
復
帰
支
援

プ
ラ
ン
の
評
価
や
見
直
し
を
行
う
。

・

　管
理
監
督
者
や
同
僚
へ
の
過
度

の
負
担
を
回
避
す
る
よ
う
に
す

る
。

・

　家
族
か
ら
の
相
談
対
応
も
含

め
、
情
報
提
供
し
な
が
ら
、
関
係

者
間
で
連
携
を
図
り
な
が
ら
支
援

を
継
続
す
る
。

六

　そ
の
他
の
検
討
・
留
意
事
項

①

　職
場
復
帰
可
否
の
判
断
基
準

　
　職
場
復
帰
可
否
に
つ
い
て
定
型

的
な
判
断
基
準
を
示
す
こ
と
は
困

難
で
あ
り
、
個
々
の
ケ
ー
ス
に
応

じ
総
合
的
な
判
断
を
行
う
こ
と
を

要
し
ま
す
。

　
　労
働
者
の
業
務
遂
行
能
力
が
職

場
復
帰
時
に
は
未
だ
病
前
の
レ
ベ

ル
ま
で
は
完
全
に
改
善
し
て
い
な

い
こ
と
も
考
慮
し
た
上
で
、
職
場

の
受
入
れ
制
度
や
態
勢
と
組
み
合

わ
せ
な
が
ら
判
断
し
ま
し
ょ
う
。

②

　事
業
場
外
資
源
の
活
用

　
　専
門
的
な
助
言
や
指
導
を
必
要

と
す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の

役
割
に
応
じ
た
事
業
場
外
資
源
を

利
用
し
て
い
く
と
よ
い
で
す
。

　職
場
復
帰
に
関
し
て
は
、
厚
生
労

働
省
の
「
心
の
健
康
問
題
に
よ
り
休

業
し
た
労
働
者
の
職
場
復
帰
支
援
の

手
引
き
」
も
ご
活
用
く
だ
さ
い
。



　多くの業界では、勝ち組と負け組がはっ
きりするような動きが出ています。
　もし自分の会社が負け組の企業となって
は、という先行きの不安は大きい。このよ
うな状況から不採算部門を廃止し、新規本
業へ向かうという流れがあります。
　企業の存続・発展過程に不採算部門の廃
止（リストラ）は選択せざるを得ない過程
なのかもしれません。
　リストラについて、お金の問題から考え
てみることにします。
　部門廃止となれば、人も整理しなければ
ならない。人を整理するとなれば、ふつう
は退職金の支給等で赤字の幅は大きくなり
ます。
　しかし、問題はそれに止まりません。い
くら不採算部門といっても、その部門の変
動費（原材料の仕入等）が売上高を上回る
ことは少ない。少し説明を加えますと、そ

の部門が赤字というのは、その部門の売上
高から変動費と固定費を差し引いたとき赤
字になるということです。
　この場合、赤字の幅は部門廃止に伴う固
定費分と限界利益の減少の合計額となるこ
とになります。もちろん、その部門が赤字
であれば、その合計額に従来の赤字額も加
算される、ということです。
　したがって、短期的には、かなり赤字の
額が増える、つまりはそのために流出する
資金を調達するために、別に資金を調達し
なければならないことになります。
　そして、すでに振り出ししている支払手
形や買掛金は、まだ売り上げが大きかった
ときのものです。もちろん、それに見合っ
て受取手形なども大きいわけですが、多く
の場合、その受取手形は銀行で割り引いて
いて手元にはない。二重三重にお金は不足
してくることになります。リストラ後の資
金繰りは、綿密に検討する必要があります。

事業部門の廃止

　母親Y子さんは息子U君に“パン屋さん
で食パンを買ってきて”と言いました。
・パン屋さんは臨時休業
　－あきらめて帰る？
　－そうだ、食パンはコンビニで売ってる
・コンビニでは食パンは売り切れ
　－あきらめて帰る？
　－食パンじゃないとダメなのかなぁ
　お腹が空いているので食パンを買うの
か？
　U君はおにぎりを買って帰る。そこでY
子さんの対応で「おにぎりなんて買ってこ
ないでよ」と「代わりにおにぎり、良く思
い付いたね」の差は大きいものがあります。
うまくいく組織（ほめて伸ばす）の特徴は、
イ　目的が共有されている
ロ　最前線に権限が共有されている
ハ　責任追求の文化がない（細部は切捨て）
ニ　目的達成のために考え続ける
　一方、うまくいかない組織はマニュアル
至上主義（平時の文化）になっています。

適応力
　某
公
園
は
、
よ
り
安
全
に
皆
に
使

っ
て
も
ら
う
よ
う
A
さ
ん（
七
三
歳
）

に
担
当
を
依
頼
。

　子
供
が
悪
ふ
ざ
け
を
し
て
走
り
回

っ
て
い
る
と
、
す
ぐ
A
さ
ん
は
し
か

る
。
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
が
一
服
と
タ
バ

コ
を
取
り
出
す
と
、
ク
ド
ク
ド
と
長

時
間
説
教
…
。
A
さ
ん
が
い
る
と
誰

も
公
園
に
近
づ
か
な
く
な
っ
た
。

　某
小
学
校
の
通
学
路
、
安
全
を
重

視
し
B
さ
ん
（
六
八
歳
）
が
役
割
を

引
き
受
け
た
。

　B
さ
ん
は
、
働
い
て
い
た
現
役
時

代
も
厳
し
い
人
で
あ
っ
た
が
、
学
童

達
に
「
一
列
に
並
ん
で
歩
か
な
き
ゃ

ダ
メ
だ
よ
、
そ
こ
、
列
か
ら
ハ
ミ
だ

し
て
る
！
」、「
よ
そ
見
し
て
歩
い
て

い
る
と
、
危
な
い
よ
」
な
ど
過
剰
に

厳
し
い
。

　A
さ
ん
、
B
さ
ん
の
正
義
感
、
使

命
感
に
は
プ
ラ
ス
面
も
あ
る
。
し
か

し
、
会
社
・
役
所
内
等
の
「
厳
格
さ
」

と
は
異
な
っ
た
正
当
化
が
見
過
ご
さ

れ
て
い
る
よ
う
に
思
い
ま
す
。

高
齢
者
の
使
命
感
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